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Agenda
1. 本ノウハウ集の目的・概要
2. リカレント教育エコシステム構築に向けたポイント

– A. プログラム開発・実施
– B. 企業/エコシステムとの連携
– C.マネタイズ/収益化
– D.学内体制の構築
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77

A. 
プログラム開発・
実施

産業界のニーズが高度化・多様化する中、大学が提供するリカレント
教育には、単なる講義提供ではなく、企業の人材育成や事業課題
に接続した実効性の高いプログラム設計が求められている

そのためには、大学起点の検討（プロダクトアウト）ではなく、企業・
産業のニーズを起点としたマーケットイン型の設計を行い、構想策定
から実施、改善までを一貫したストーリーとして設計することが重要で
ある

本章では、プログラムの 構想・設計 → 受講生確保 → 実施 → 改
善・発展 の各段階において、大学が検討すべきポイントを整理する

出所: ボストン コンサルティング グループ
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企業連携を通じた、
プログラム構想の明示

• ニーズ取り込み/大学
の強み活用/競合の
調査を通じた、

• 目的・ターゲット・
育成目標の明確化

受講生の
確保・
周知広報

設計・実施形態への
落とし込み

• 実施形態の検討
• 体系的学びへの設計
• 大学間連携/

実務家講師の活用

プログラム
の実施

プログラム
改善・
再設計

プログラム開発~実施までの、重要な取り組み・ポイント

プログラムの開発・設計 プログラム実行&更なる発展に向けた検討

Ⅰ Ⅱ Ⅲ ⅤⅣ

産業成長を支える実効性の高いプログラムを創出する為には、企画構想～改善まで一貫して、大学起点での
検討 (プロダクトアウト) ではなく、産業・企業起点での検討 (マーケットイン) をベースに推進していくことが重要

出所: ボストン コンサルティング グループ
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産業の市場動向・

社会的背景を把握し、

将来必要となる人材や、

その為に必要となるプログラムを

特定

プログラムの主なターゲット

企業・育成対象者を定義

その対象者が、プログラムを

通じて「何が出来る様になって

いるのか」を言語化

企業ニーズを起点に、目的・ターゲット・育成目標を明確に言語
化し、一貫したストーリーとして語れるようにすることが重要

目的 ターゲット 育成目標

企業連携を通じた、
プログラム構想の明示Ⅰ

出所: ボストン コンサルティング グループ
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個社カスタマイズ型
• 1社とタッグを組んでカスタマイズプログラムを

共創1

複数社 x 共創型
• 複数社と継続議論しながらプログラムを

ブラッシュアップ

企業ニーズを取り込むための仕組みとして、主な2つのアプローチ方法が挙げられる
ニーズの取り込み

1. 本事業の補助金の要件では、開講時には、オープンに受講生募集が必須 

企業ニーズ起点での検討を行うことで、対象層の混在や期待値のずれ等を防ぐことができ、
受講生/企業の満足度向上・成果の創出にも繋がる

• 特定企業の経営戦略・事業課題と直結するような
専用プログラムを設計。人事制度との円滑な連携も可能

• 一方で、汎用展開は限定的か (上記を通じて得たノウハウ
を基に、他社へと横展開はあり得る)

• 複数企業との対話を通じて、業界横断の共通課題を
抽出し、汎用性あるプログラムへ磨き上げ

• 個別最適度合いはやや抑制されるが、スケールはしやすい
設計か

個社カスタマイズ型 複数社 x 共創型

企業連携を通じた、
プログラム構想の明示Ⅰ

出所: ボストン コンサルティング グループ
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”大学ならでは”の価値を活かした、プログラム設計も意識することで、
付加価値の高いプログラム提供が可能に
大学の強みの活用

企業連携を通じた、
プログラム構想の明示Ⅰ

出所: 各大学の最終報告書 (1/30時点版) を基に、ボストン コンサルティング グループによる分析

理論×実践による教育効果

• 実務経験を、体系化された理論・フレームワークで再整理できた

• 一過性のスキルでなく、汎用性・再現性の高い知識を学べた

視野の拡大・視座の引き上げ

• 自社・自業界に閉じない、俯瞰的・中立的な視点を学べた

• 学術的議論を通じて、思考の深さ・問いの立て方を変える必要性を感じた

他社・他業界・学生との交流・ネットワーク

• 他社・他業界の社会人 + 学生との混成環境が刺激になった
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参考）東京大学SCMリカレント教育プログラムでは、リカレント教育と正規課程教育を接続
し、学生と社会人が研究・ケース演習を通じて協働することで、大学・企業・学習者が循環
する越境型学習モデルを構築
大学の強みを活かしたプログラム設計の例

企業連携を通じた、
プログラム構想の明示Ⅰ

出所：東京大学
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企業ニーズ・大学の強みを踏まえつつ、産業の市場動向・社会的背景を把握し、将来必要
となる人材や、その為に必要となるプログラムを明確に言語化
プログラム構想の明示・具体化の例（イメージ）- 1/2

出所：令和5年度補正予算「リカレント教育による新時代の産学協働体制構築に向けた調査研究事業」

企業連携を通じた、
プログラム構想の明示Ⅰ
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プログラムの主なターゲット企業・育成対象者を定義し、その対象者が、プログラムを通じて
「何が出来る様になっているのか」までを一連のストーリーとして言語化
プログラム構想の明示・具体化の例（イメージ）- 2/2

出所：令和5年度補正予算「リカレント教育による新時代の産学協働体制構築に向けた調査研究事業」

企業連携を通じた、
プログラム構想の明示Ⅰ
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実施形態は、画一的なモデルは無く、企業ニーズを踏まえた
プログラム構想を基に、最適な設計・形態を検討する必要
実施形態の検討

実施形態については、「プログラムの根幹は維持しつつ、如何に柔軟性を持たせるか」が肝となる
(例: 1-2回の欠席は、レポート提出で補填が可能 等)

学習方法 • 理論中心
• 理論+演習形式
• 課題解決にまで踏み込むPBL形式

提供形式 • 対面/オンライン/ハイブリッド

期間・
時間設計

• 短期集中 or 毎週1-2コマ継続実施
• 総時間数・実施期間

(例: 3か月 等)・曜日や時間帯 等

受講生の
構成

• 単一企業へのカスタマイズ形式/多数の企業へのオープン形式
• 社会人特化/学生混成
• 職種別特化/横断型

評価・修了
要件

• 受講のみ
• レポート/試験/発表
• 実務適用による上司評価 等

• 到達目標に対する最適な学習深度は何か
• 知識習得と実践適用のバランスをどう設計するか
• 行動変容を促す学習体験になっているか

• 学習効果と参加しやすさを両立できる形式は何か
• ネットワーキング・相互作用を最大化できる設計か
• 対象層の業務制約を踏まえた柔軟性があるか

• 学習定着に必要な期間を確保できているか
• 企業が確保可能な期間との整合は取れているか
• 対象層の特性上が参加しやすい時間帯か

• 学習効果を最大化する受講者の多様性は何か
• 相互学習・越境学習が生まれやすい構成か
• 企業内展開を見据えた設計になっているか

• 成果をどのように可視化するか
• 実務適用・行動変容をどう測定するか
• 企業側評価と連動可能な設計か

具体的な選択肢 (例)検討すべき主な観点実施形態

設計・実施形態への
落とし込みⅡ

い

う

え

お

あ

出所: ボストン コンサルティング グループによる分析
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参考) プログラム構想を基に、最適な実施形態を体系的に整理する際のイメージ(1/2)
Gxプログラムを基にした検討例

経営層・サステナ責任者

受講前の姿

学修効果

活躍イメージ

対象者

GXの重要性は理解しつつも、
自社戦略・資本政策にまで
明確に落としこめていない

プロフェッショナルとして独力で
自社のGX推進の課題の発見・
設定と解決・実行をリードする力
が身に着く
(GXスキル標準のLv4)

• 脱炭素を成長戦略に
組み込める

• 投資家・金融市場に説明
が可能

• 全社変革をドライブできる

【前提】 プログラム構想の例 (GX) 検討すべき観点(前頁)に対する、主な方針（イメージ）

• 最終到達目標（Lv4）から逆算し、PBL中心設計とする。自社課題を
持ち込む形式とし、実務直結型の学習体験を設計

• ただし、前提知識を揃える必要があるので、必要最低限の座学は実施

• 多忙な経営層に考慮し、基本はオンライン/ハイブリッドの柔軟形式としつ
つ、ネットワーキングは重要なので対面でも実施（対面コマでは、対面で
しか得られない価値のみに集中、可能であればオンデマンド配信も実施）

• 重要な要素に絞った場合でも、基礎は6コマ、演習は5コマ、PBLは3日間
は必須

• 基礎は短時間(30分等)に区切り、いつでも受講しやすい仕組みを設計、
演習は日中忙しい経営層に配慮し毎週金曜の夜に実施、PBLは1テー
マでも3-5時間程度必要なので、短期集中で予定を確保した方が良いか

• 管理職以上を中心とし、意思決定に関与できる層を対象
• 学生をTAとして配置しつつ、学生×社会人の混成チームにより、越境学

習を促進

• 最終PBL成果物・そのプレゼンを修了要件とする
• アクションプランも作成し、学びを具体的に業務に如何に活かすか明確化
• プレゼンやアクションプラン等を、上司共有・経営/人事報告までを設計に

含め、企業内波及を担保

本プログラムでの方針（イメージ）実施形態

設計・実施形態への
落とし込みⅡ

学習方法

提供形式

期間・
時間設計

受講生の
構成

評価・
修了要件

い

う

え

お

あ

出所: ボストン コンサルティング グループ
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参考) プログラム構想を基に、最適な実施形態を体系的に整理する際のイメージ(2/2)
GXプログラムを基にした検討例（構想に紐づいた、実施形態のイメージ）

Phase① 座学

Phase② 演習

Phase③ PBL

• GXを経営アジェンダとして再定義でき
るようになる

• 政策・技術・市場を統合的に捉える
マクロ把握力を身に着ける

30分 x 12回
(オンライン)

GX政策・炭素価格・規制動向
や、経営インパクト等の基礎理
論・前提知識

ー
（理論を基に、自社課題の持ち
込み）

• 自社GX課題を構造化・優先順位付
けできる

• 炭素制約を踏まえた投資判断が
出来る

• 経営層視点で、合意形成・説明が
出来る

毎週土曜
90分 x 5回
(ハイブリッド)

実務家講師によるケースメソッド
や、グループワーク形式による
議論

• 学生TAによる密な個別支援
（越境学習）

• 議論内容のグループ発表

• 自社GX推進の課題設定～実行計
画策定力が身に着く

• 全社変革をドライブするGX実装設計
が出来る

• 経営判断を促すGXの戦略提言が
出来る

合宿5日間
(対面)

①自社課題に対する解決検討
（共通課題については、
グループワーク形式で検討）
②現場訪問のフィールドワーク
③最終発表・アクションプランの
作成⇒上司・人事へ共有

• 学生TAによる密な個別支援
• プレゼンの受講生同士の

相互レビューの実施
• 合宿の毎夜は懇親会を設け、

交流を促進

期待学習効果 期間 内容 学び合いの工夫

企業と密に連携・議論しながら、実施形態・カリキュラムをブラッシュアップしていく

設計・実施形態への
落とし込みⅡ

出所: ボストン コンサルティング グループ
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参考）経産省「デジタル人材育成プログラム(マナビ DX Quest)」にて、設計・実施形態を
体系的に構築した例
デジタル人材育成プログラムの例(1/3)

Source: 実践的なデジタル人材育成のためのデータ付き教材について 2022年（p.2)

設計・実施形態への
落とし込みⅡ

2022年時点

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/MDXQuestText_Digests_2024.pdf
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参考）経産省「デジタル人材育成プログラム(マナビ DX Quest)」にて、設計・実施形態を
体系的に構築した例
デジタル人材育成プログラムの例(2/3)

Source: 実践的なデジタル人材育成のためのデータ付き教材について 2022年（p.5）

設計・実施形態への
落とし込みⅡ

2022年時点

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/MDXQuestText_Digests_2024.pdf
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参考）経産省「デジタル人材育成プログラム(マナビ DX Quest)」にて、設計・実施形態を
体系的に構築した例
デジタル人材育成プログラムの例(3/3)

Source: 実践的なデジタル人材育成のためのデータ付き教材について  2022年（p.6）

設計・実施形態への
落とし込みⅡ

2022年時点

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/MDXQuestText_Digests_2024.pdf
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参考）本事業では、対面とオンラインを上手く使い分けることで、柔軟なプログラム設計を
実現した事例も見られた
本事業で構築されたプログラムの例

基本対面で実施しつつ、参加が難しい人向けにオンラインも一部
対応

東京大学 早稲田大学 (SmartSE)

オンライン中心としつつ、一部講義は対面/オンライン選択可能に

オンライン

1科目あたり8コマ（12時間）を基本
とし、短期間で集中して学ぶ4コマ（6

時間）の科目を、社会人が継続しや
すいオンラインでの実施をベースに提
供

対面

演習については対話
を重視し対面実施。

ただし、これも受講
生 負担を加味し、
ハイブリッドで実施

オンライン

参加が難しい人に
向けて、講義は
オンデマンド併用で
提供

対面

演習（7回）、現場見学会（1回
）は、平日の夜間（講義・GW）
および土曜の日中（演習・見学）
に開催し、社会人が受講しやすい
設計に

設計・実施形態への
落とし込みⅡ

出所：東京大学、早稲田大学
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修士課程・博士課程への接続も含めた、体系的な学びとして、
リカレント教育を提供していくことが重要

短期リカレント教育を「入口」とし、修士・博士
課程まで一体設計することで、企業変革と産業
競争力強化に資する高度人材を継続的に
輩出する仕組みを構築

• 特に、理系分野では、産業成長を持続的に
牽引するために、先端研究を主導できる
修士・博士人材の戦略的輩出が不可欠

これにより、単発のスキル研修にとどまらず、
体系的・継続的な学びの機会を提供することが
可能となり、企業・産業にとっての重要性および
付加価値を一層高めていくことが期待される

設計・実施形態への
落とし込みⅡ

リカレントを契機に興味
関心が深まり、

更なる体系的な学びへ

学習内容を実務で
活用する中で、

必要な学びを適宜追加

リカレント

修士・博士

リカレント

出所: ボストン コンサルティング グループ
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修士・博士課程への接続の手法の一つとして、マイクロクレデンシャル制度の活用が有効か

マイクロクレデンシャルの活用が有効か背景・課題

社会人にとって、数年掛かりの修士・博士
課程への進学は、時間や費用の負担が
大きく、仕事との両立にも不安が伴うため、
決断のハードルが高いのが実情

特に博士課程は研究への本格的なコミット
メントが求められることから、いきなり進学を
選択することは容易ではない

そのため、社会人修士・博士が増えにくい
状況になっている

マイクロクレデンシャルとは、学位課程の一部の科目・要素に分割
し、短期コースとして切り出し。修了すると、学位課程へ正式に
入学時に単位認定される制度。

リカレント教育に、このマイクロクレデンシャル制度をうまく導入・
活用出来れば、社会人の学び直しのハードルを下げつつ、最初の
一歩を後押しすることが期待できるか

設計・実施形態への
落とし込みⅡ

出所: ボストン コンサルティング グループ
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大学間連携の強化を通じた、知の集積による、
プログラムの付加価値向上を目指すことも重要

産業界のニーズが高度化・多様化する中、単一の大学のみで教育
機能を完結させることは、構造的に難易度が高まりつつある

各大学はそれぞれに強みや特色を有している一方、限られた人的・
研究資源の中で設計せざるを得ない場合、企業が求める深度・幅を
十分に確保できないケースも存在

大学間連携により、他大学の専門性・教育資源・研究基盤を
戦略的に組み合わせることで、単独では実現が難しい横断的かつ
高度なプログラム設計が可能

• 更には、大学の枠を超えて実務家講師の活用等も積極的に検討

その結果、プログラムの質・独自性が一段と高まり、受講生・企業
双方にとっての明確な付加価値の創出につながる

設計・実施形態への
落とし込みⅡ

プログラムの
付加価値向上

大学

大学大学

大学

出所: ボストン コンサルティング グループ出所: ボストン コンサルティング グループ
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参考①）早稲田大学GLAPでは、オックスフォード大学が保有する知見を融合させて、
国際的な次世代リーダー育成プログラムを構築
人材育成に関する大学間連携の事例②

オックスフォード大学の「Re:Align（戦略と組織の再構築）」
メソッド等のグローバルな知見を活用し、付加価値を向上

設計・実施形態への
落とし込みⅡ

出所: 早稲田大学

※企画提案書時点の資料
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参②）早稲田大学 「CMO Program」では、日本を代表する企業で、
第一線でマーケティングを指揮・実践している方々を招聘し、産業界ならではの視点を強化
実務家講師の活用

出所：CMO Program 講師 | WASEDA NEO

設計・実施形態への
落とし込みⅡ

https://wasedaneo.jp/service/cmo-program/teacher/
https://wasedaneo.jp/service/cmo-program/teacher/
https://wasedaneo.jp/service/cmo-program/teacher/
https://wasedaneo.jp/service/cmo-program/teacher/
https://wasedaneo.jp/service/cmo-program/teacher/
https://wasedaneo.jp/service/cmo-program/teacher/
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受講生の確保・周知広報では、企業の経営層・人事部に
向けた、BtoB営業の設計が重要

BtoB営業の設計の要諦・ポイント
多くの大学で抱える、
よくある課題意識・お悩み

プログラム構想を一連のストーリーとして整理
•誰を派遣すると、何が出来る/どのような変化が
あり、どの様に自社の人材育成戦略や業績へと
貢献できるのか、費用対効果はどうか 等

投資価値の
言語化

企業の人材育成計画への組み込みや、関連
プログラム (基礎⇒アドバンスト 等) への送客等の
可能性を検討

継続的な
受講生派遣
への道筋

受講生派遣時に、具体的にどの様に企業と連携・
上司/人事の巻き込みを行うか検討
•学修評価レポート/成果発表会への参加 等

学修成果の
可視化・
連携方法

受講生の確保・
周知広報Ⅲ

出所: ボストン コンサルティング グループ

個人向けではなく、
企業派遣型は初めてで、
どのように集客を行ったら
よいかわからない

企業・社会人層への
安定的なリーチチャネルの
構築が難しい

募集が属人的で、再現性・
持続性に課題がある
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個人受講型 (BtoC)

受講希望者本人

キャリア形成・興味関心

HP/SNS/説明会

企業派遣型 (BtoB)

経営層・事業部長・人事

企業業績への貢献度合い・費用
対効果

法人新規営業・既存ネットワーク
の活用・企業が集まる大規模
イベントでの周知

参考) BtoC営業とBtoB営業の違い

広報・営業対象

訴求軸

主な広報手段

受講生の確保・
周知広報Ⅲ

出所: ボストン コンサルティング グループ
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北海道大学D-RED｜コーディネーター人材が継続的にブリッジプログラム参画企業のトップ層
（管理職）が参集する場においてプログラムの紹介することに加え、企業のトップ層を直接
訪問し、対話を通じて受講の意義を共有することで受講生獲得につなげている

受講生の確保・
周知広報Ⅲ

出所：北海道大学
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受講生・企業の声を基に、改善すべき本質的な論点を見極め、
プログラムを進化させていくことが重要

Ⅴ

アンケート結果を活用する際は、満足度が高い場合でも
それだけで十分とせず、回答の背景にある課題や改善点を
丁寧に読み取ることが重要 (本質的な論点の抽出)

一方で、受講生・企業の声を単純に全て聞く・取り入れるの
ではなく、設計思想を守りながら進化させていくことが重要
• 例えば、受講生・企業の声に対応して、講義テーマ等を

拡充した結果、プログラムの目的・
構想が曖昧になる、教員負担が過大になり
持続性が損なわれる等の状況を防ぐ必要

多様なニーズが出てきた結果、どのようにプログラムに
設計に落とし込むと良いか判断が難しい

満足度が高いので、このまま継続実施するか、
もしくは、どのように改善・拡大していけば
よいかわからない

受講生・企業の声をプログラム改善に反映させる際の
ポイント多くの大学で抱える、よくある課題意識・お悩み

• 効果検証を踏まえ、学修成果の向上と企業にとっての投資価値を高めるプログラム改善を行う

• その結果、更なる事業成果の創出と持続的な運営基盤の構築につなげる
目的

プログラム改善・
再設計Ⅴ

出所: ボストン コンサルティング グループ
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プログラム改善・再設計に向けて、具体的な検証設計・検討方針を、事務局内で
合意しておく必要

• プログラム構想・目的と照らし合わせて、重視
する評価観点の重みづけを行う

• 受講生・企業の声をカテゴリライズし、
論点別に構造化・可視化する

• 上記の重要度 x 頻度 (受講生・企業から特に
頻度高く提起されている意見) に基づき、
優先的に対応すべき「受講生・企業の声」を
整理する

1

2

3

検証すべき
主な観点

満足度

育成効果・学習到達度合い

行動変容・業務への活用度合い

企業向け) 投資対効果

受講生・企業
(経営者/人事・上司)

受講後・受講から一定期間経過後

アンケート・ヒアリング

検証の
対象者

実施時期

実施方法

1

2

3

4

効果検証実施の際は、下記の内容について予め
十分に検討しておくことが重要

アンケート・ヒアリング実施後には、受講生・企業の
声を観点別に整理し、重要度を吟味しながら、
対応方針・ネクストステップにまで繋げることが重要

アンケート・ヒアリング実施後の具体方針

プログラム改善に向けたステップ (一案)

効果検証に向けた設計

プログラム改善・
再設計Ⅴ

出所: ボストン コンサルティング グループ
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学習効果の中間確認

セッション設計の柔軟な見直し

難易度・前提知識の調整

プログラム実施期間中も、受講生の反応等を踏まえて、迅速にPDCAを回すことが重要
プログラム実施期間中に、プログラム改善に向けて、検討・取り組むべき内容

プログラム改善・
再設計Ⅴ

具体的な検討・取組の例（イメージ）検討・取り組むべき内容

参加者反応の定点観測

• ”各回終了後に、簡易アンケートを実施し、受講生の満足度や要望等を確実に
捉え、想定と乖離が無いか逐次確認・次回設計へ即時反映”

• ”各コマの講師にもヒアリング・アンケートを実施し、講義を踏まえて感じた改善等が
無いか確認”

い

う

え

あ

• ”各回の小テストや中間テスト、簡易プレゼン等を実施し、受講生の理解度・習熟
度を確認”

• ”特に対面等の場合は、受講生とインタラクティブな会にし、Q&Aや普段のやり取りの
中から、受講生の学修効果を把握”

• ”グループワークが長すぎて間延びしてしまっていたため、ワーク時間を当初は3時間と
していたが、90分1コマ×2回に分割し、前半後半でテーマやグループを変更”

• ”議論時間が短く、議論内容が不完全燃焼で終わっていたので、議論時間とインプッ
ト時間の配分を再調整”

• ”想定より、一部の受講生にとって難易度が高すぎたため、補助教材・基礎資料を
追加配布し、受講生の全体の底上げ・知識レベルの平準化を実施”

• ”一部の受講生にとって、易しすぎる・基礎理論すぎる内容については、必須から
選択可能なコマに急遽変更”

出所: ボストン コンサルティング グループ
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参考）早稲田SmartSEは、企業ヒアリングや修了生フィードバック、フォーラムでの議論を
通じて、ニーズを継続的に収集・分析し、迅速にPDCAを回しながらプログラムを改善

プログラム改善・
再設計Ⅴ

出所: 早稲田大学
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参考）早稲田SmartSEは、追跡調査の仕組み化も取り組んでおり、修了生フォローアップ
調査を通じて業務・キャリアへの影響等を定量・定性で把握し、その結果を次年度に反映

修了生に対して業務やキャリアへの影響等を問うフォローアップ調査を実施し、
学修内容の実務活用度や周囲からの評価、キャリア変化を定量・定性の
両面から把握。得られた結果を基に、生成AI関連テーマの拡充等
カリキュラム内容の見直しや改善を行い、次年度設計に反映

プログラム改善・
再設計Ⅴ

出所: 早稲田大学
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参考）北海道大学デジタルリスキリングプログラム（DREP）は、受講企業へのヒアリング結果
を各フェーズごとにプログラム内容へ反映し、年度終了時の振り返りを次年度設計に組み込む
等、段階的に改善を回す仕組みを構築

プログラム改善・
再設計Ⅴ

出所：北海道大学

北海道大学デジタルリスキリングプログラム（DREP）の詳細については
Webサイト（https://drep.jp/about/ ）をご覧ください。
（左のQRコードからもアクセスいただけます。）

https://drep.jp/about/
https://drep.jp/about/
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Agenda
1. 本ノウハウ集の目的・概要
2. リカレント教育エコシステム構築に向けたポイント

– A. プログラム開発・実施
– B. 企業/エコシステムとの連携
– C.マネタイズ/収益化
– D.学内体制の構築
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B. 
企業/エコシステム
との連携

リ・スキリングの重要性が高まる中、企業においても人材育成への
投資は進んでいるものの、学び直しの成果が人事制度や処遇に
十分活用されていないという課題が存在する

大学が提供するリカレント教育が企業にとって価値あるものとなるため
には、単なる教育機会の提供にとどまらず、企業の人材戦略やスキ
ル体系と接続した設計を行い、学修成果を企業側が活用できる形
で提示することが重要である

本章では、企業との連携を通じて学びをキャリア・処遇へ接続する
仕組みを構築するための主な論点・ポイントを整理する

出所: ボストン コンサルティング グループ
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スキルの可視化や正当な評価による処遇改善の
検討背景・方向性

処遇改善は、受講生にとって「学び直しがキャリア
に直結する」という見通しを与えるため、リカレント
教育への参加を後押しする明確な動機付けとなる

結果として、受講生の確保や継続受講につながり、
リカレント事業を単発で終わらせずに持続的に
運営していく上でも重要な要素

一方で、処遇改善は、すぐには仕組み化・制度化
することは難しく、 大学・企業双方の工夫と、国に
よる支援が必要

• 企業側にとっては、評価制度・職能要件・人事
運用との整合が必要であり、制度設計のハード
ルが高く、

• 大学側も学修成果の可視化など、処遇に結び
付けやすいアウトカム設計が求められる

• 加えて、好事例の横展開やインセンティブ設計
等を含む国の後押しが不可欠

検討の方向性背景・目的

出所: ボストン コンサルティング グループ
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リ・スキリング
導入済み

企業

リ・スキリングの
導入は進んできて
いるものの、
企業では処遇に
十分活かし切れて
いないという課題
が存在

リ・スキリングを
処遇への反映を
制度として
導入済み

3割

処遇への反映が
必要と考えている

9割
出所: リカレント教育プログラムの処遇反映に関するBCG調査 (アンケートは2025年5月に従業員1,000人以上の企業にて、人材
育成等に決定権があるもしくは決定に関与している方を対象にオンラインで実施。N=415); BCGヒアリング結果

企業へのアンケート調査結果
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リ・スキリングを人事戦略の一環として
とらえて制度設計をする

学習の効果を長期的な視点で人材
育成・活用につなげていく

受講後の活躍の姿を明確にし、戦略的
な導入や、提供者とコミュニケーションを
行う
• スキルセット等との連動など

大学側の工夫

処遇反映に向けては、国の支援の下、大学・企業双方での工夫が肝要

Source: リカレント教育プログラムの処遇反映に関するBCG調査 (アンケートは2025年5月に従業員1,000人以上の企業にて、人材育成等に決定権があるもしくは決定に関与している方を対象にオンラインで実施。
N=415);  BCGヒアリング結果

企業側の工夫

プログラムの対象層・育成効果を明確
にし、企業が自社の人事制度に
どのように活用できるかを短期・中長期
の視点で具体化する

学修成果を見える化し、人事判断に
活用しやすい形での情報提供を行う
• 学修内容の習熟度・到達度の

言語化/可視化
• 企業側のスキルセットやスキル標準

等との紐づけ 等

国による支援

あ い

う



111 C
o
p
y
ri

g
h
t 

©
 2

0
2
6
 b

y
 B

o
st

o
n
 C

o
n
su

lt
in

g
 G

ro
u
p
. 

A
ll
 r

ig
h
ts

 r
e
se

rv
e
d
.

大学側の工夫として、企業側が、人事制度 (人事評価・登用・報酬といった処遇制度) 
への組み込みや継続的な派遣等の検討の俎上に載せやすい設計を行うことが重要

企業ニーズを踏まえた
プログラムの開発

企業の人材育成戦略
との整合・連携

人事制度との接続に
向けた、学修成果の
評価軸の明確化

プログラムを通じた
変化・成果の明示

プログラム設計 プログラム実施～開講後

(詳細は、A章を参照) 企業と密に連携し、企業が、
「誰を」「何故」派遣すべきか、
「どのように」企業の人材育成・
業務に資するのかを判断できる
俎上をつくる

• 国や業界の標準スキル
フレームワーク等の活用

• 企業のスキルセットとの紐づけ

その上で、企業が自社の育成体系
のどこに位置づくプログラムか説明
できる状態に落とし込み、単発の
外部研修に留まらないようにする

処遇改善や人事制度への接続を
行う為には、満足度や「何を
学んだか」だけでは不十分であり、
プログラムを受けることで「何が
できるようになったのか」「どの業務に
活かせるのか」を明確化させる

• カークパトリックモデルを基に、
満足度や「何を学んだか」だけ
ではなく、「何が出来る様に
なったか」を意識

• ルーブリック等を活用して、
到達度を可視化 等

受講前後の変化や業務で期待
できる成果を、企業の人事・上司
が理解しやすい形式で提示

• 例えば、受講生の成績評価
レポートや業務でのアクション
プラン等を提示

1 2 3 4

大学側の工夫あ

出所: ボストン コンサルティング グループ
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参考）国や業界の標準スキルフレームワーク等の活用した、企業の人材育成戦略との整
合・連携のイメージ例
企業の人材育成戦略との整合・連携

GXを推進するにあたり、
有するルール・技術の理
解、経営変革の推進、新
規事業創出など、少なくと
も「何ができる人の育成を
目指すか」を具体的な行
動・機能レベルで言語化

育成する人材像をGXスキ
ル標準と明確に対応づけ、
レベルや役割との紐づけを
整理。
各レベルで求められる能力
と想定役職を対照させるこ
とで、スキルセットとの対応
関係を具体的に可視化

2

大学側の工夫あ

出所: ボストン コンサルティング グループ
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早稲田SmartSE | 三菱電機の企業独自のスキルセットと紐づけし、一部のコースを早稲田
が担う形式で実施
企業の人材育成戦略 との整合・連携

大学側の工夫あ

2

出所: 早稲田大学
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カークパトリックモデルの考え方に基づいた、学修成果の評価軸の明確化の例
人事制度との接続に向けた、学修成果の評価軸の明確化

3

評価のために、
大学側が実施
するべきこと

効果測定時の、
企業側の主な
関係者

満足度          学習度 行動変容 派遣元企業の
業績変化

プログラム終了後に、
アンケート調査

プログラム終了後に、
テスト・プレゼン評価等の
実施

プログラムの最後に、
受講生と、業務上の
アクションプランを作成
• 上司・人事部等とも

合意

1年後等にも、フォロー
アップ調査を実施

メインは、受講生
(人事等とも一部相談)

受講生だけではなく、
上司・人事部も重要な
役割

経営者層

処遇反映に向けて、本リカレント事業の
目指す効果範囲従来の主な短期研修 等

受講生

評価軸

プログラム終了から
1年後~数年後等に
フォローアップ調査を実施

大学側の工夫あ

出所: ボストン コンサルティング グループによる分析
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参考) 学修効果の可視化の一つの手段としての、カークパトリックモデルの考え方
人事制度との接続に向けた、学修成果の評価軸の明確化

各Levelでの評価内容

受講者満足度
• 研修をどの様に感じたか?

満足したか?

習得知識・スキルの度合い
• どの様な知識・スキルを身に

着けたか?

行動変容の度合い
• どの様に知識・スキルを仕事に

活かしたか?

業績変化の度合い
• 組織にどの様な効果・価値を

もたらしたか?

受講前に、組織の中で測定指標を決め、
受講前・受講から一定期間
経過後の変化を図る

各Levelの測定方法

受講前・受講から一定期間経過後に、
受講者&上司向けアンケートを実施

受講後に、筆記テストや実技テスト、
レポート等を実施

受講後に、受講者にアンケートを
実施

Level 4: 

Results (成果)

Level 3: 

Behavior (行動)

Level 2: 

Learning (学習)

Level 1: 

Reaction (反応)

難

易

大学側の工夫あ

3

出所: ボストン コンサルティング グループによる分析
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立命館 | アンケート設計を満足度評価にとどめず、学習成果・行動変容まで測定し、その
結果を企業と共有することで、次年度以降の派遣者選定に活用できる基盤を構築
人事制度との接続に向けた、学修成果の評価軸の明確化

大学側の工夫あ

3

出所：立命館大学
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早稲田GLAP | プログラムで作成した提案について、実行までを見据え、社内発表を通じて
共有し、参加企業が自社の人材育成計画に組み込んで活用することを想定
プログラムを通じた 変化・成果の明示

• 企業の経営戦略と連動した受講生を選抜して講義を提供
• 実際にプログラムで作成した提案内容を実行することを見据

えており、人事や経営層を巻き込みながら対話を重ねる

本事業は、予測困難な社会情勢下で日本企業が持続的成長を遂げるために
不可欠な、次世代リーダーの育成を目的とする。早稲田大学ビジネススクールが持つ
日本企業への深い知見とネットワーク、Oxford University Saiid School of Business

のグローバルな視点を融合し、グローバルな視点、変革を推進する力、多様な人材を
率いるリーダーシップという3つの重要能力を総合的に開発する。日本を代表する
各産業の主要企業から選抜されたリーダー候補に対し、最先端の経営知識と実践的
スキルを提供する。プログラム修了後も、企業·業界の垣根を超えたコミュニチィを形成し、
相互に学びあい、成長し続けるネットワークを構築し、日本経済全体の活性化に貢献
することを目指す。本プログラムを通して、変化をチャンスに変え、組織を成功に導く
次世代リーダーの育成を力強く支援する。

大学側の工夫あ

4

出所: 早稲田大学

※企画提案書時点の資料
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早稲田CMO |自社マーケティング課題の解決計画を策定・社内プレゼンまで設計をすること
で人事に学習効果が明確に伝わる仕組み
プログラムを通じた 変化・成果の明示

財務・組織・マーケティング等の科目構成と習得スキルを明示し、最終成
果発表で自社マーケティング課題の解決計画を策定・社内プレゼンまで
設計。本プログラムの演習課題として「自社のマーケティング課題の整理と
解決に向けた計画策定」を設定。

大学側の工夫あ

4

出所: 早稲田大学
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Agenda
1. 本ノウハウ集の目的・概要
2. リカレント教育エコシステム構築に向けたポイント

– A. プログラム開発・実施
– B. 企業/エコシステムとの連携
– C.マネタイズ/収益化
– D.学内体制の構築
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120

C.
マネタイズ/収益化

大学がリカレント教育を継続的に提供・拡大していくためには、
大学の強みを活かして、中長期的に持続可能な事業モデルを
構築することが求められる

そのためには、プログラム単体の収益性のみならず、大学の専門性を
活かした付加価値の創出、コスト構造の最適化、他事業への波及
効果などを含めて、事業としての収益構造を戦略的に設計することが
重要である

本章では、大学がリカレント教育の収益化を検討する際に
意識すべき主な観点を整理する

出所: ボストン コンサルティング グループ
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プログラムの
収益化に向けて、
意識すべき
ポイント

大学の強み (専門性・ブランド) を活かし、
価格競争に陥らない構造づくりを目指す

収益性は、「設計段階」でほぼ決まる。
競合調査を含めて十分に検討し、
企業ヒアリング等を通じて検証することが重要

大学の強みは、活きる内容になっているか
(理論×実践、最新知見、交流/ネットワーキング)

企業ニーズを的確にとらえ、プログラム内容で体現出来ているか

付加価値は何か、それを体現するためにあるべき内容は何か
(大学間連携・外部講師の取り込みなど)

出所：ボストン コンサルティング グループ
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収益性は、複数のアプローチを組み合わせて検討

• 大学ならではの専門性・
付加価値を強化し、価格競争に
巻き込まれない構造を作る

• プログラム設計や価値訴求を
見直し、受講単価の向上を狙う

• 既存資産の再活用や
運営プロセスの効率化等により、
固定費・変動費を抑える

• 省力化・共通基盤化を進め、
事業全体の損益構造を
改善する

• プログラム単体に留まらず、
大学全体への波及効果
(他プログラム誘導・産学連携
等) を重視する

• 中長期的な、大学全体の価値
最大化に向けて検討する

コストを下げる 単体収益以外も検討する単価を上げる
イ ウア

• 数値に落とし込み、3-5年後に黒字化できるのか確認

• 依然として黒字化が難しい/目標未達の場合には、収益ドライバーを再度見直しする

出所：ボストン コンサルティング グループ

詳細は、「収益化ガイドライン（初期版）」を参照⇒
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将来的には、大学全体として、リカレント事業を収益の柱と位置
づけ、マネタイズへの道筋を戦略的に明確化していくことが重要

Where to play

(どの事業領域で
戦うのか?)

How to Win

(その領域でどのように
勝つのか?)

事業KPIの具体化

• 売上目標 (例: ○億円規模)

• 粗利率目標

• 法人契約社数

• 受講者数 競合調査等を含む、3C分析による磨き込み

大学として目指す事業規模の設定 その目標達成を目指した、事業戦略の立案

出所：ボストン コンサルティング グループ



124 C
o
p
y
ri

g
h
t 

©
 2

0
2
6
 b

y
 B

o
st

o
n
 C

o
n
su

lt
in

g
 G

ro
u
p
. 

A
ll
 r

ig
h
ts

 r
e
se

rv
e
d
.

国立大学として、
収益を志向する事業
に取り組んでよいの
か？

参考）国立大学も収益化に向けて取り組む事は可能
収益化に向けた国の見解（学内規定・調整等が必要な場合の参考資料）

1. 国立大学法人の業務運営に関する FAQ（令和 6 年 12 月改訂版）

国立大学法人は、一定の留意のもと、収益を伴う事業を行うことが可能1

• 「国立大学法人は直接の収益獲得を目的とする事業(収益事業)を行えない」と
されている
– ”収益のみを目的とした別個の事業”は行えないという趣旨

• 従って、国立大学法人法に規定された業務を行う中で、受益者に対し費用の
負担を求め、結果として、収益を伴うことまでを否定するものではない

(by 文科省の担当者)

https://www.mext.go.jp/content/20241227-mxt_hojinka-100001048_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20241227-mxt_hojinka-100001048_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20241227-mxt_hojinka-100001048_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20241227-mxt_hojinka-100001048_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20241227-mxt_hojinka-100001048_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20241227-mxt_hojinka-100001048_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20241227-mxt_hojinka-100001048_1.pdf
https://www.mext.go.jp/content/20241227-mxt_hojinka-100001048_1.pdf
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参考）本事業では、マネタイズに向けて、高付加価値プログラムを構築・提供している事例
も見られた
本事業で構築されたプログラム事例

Note: 東京大学 SCMリカレント教育プログラム - 次世代のサプライチェーン・マネジメント（SCM）を担う人材に。、CMO Program 講師 | WASEDA NEO、DX 募集要項･受講申込 – スマートエスイー

東京大学
「SCMリカレント教育プログラム」

早稲田大学
「CMO Program」

早稲田大学
「スマートエスイーDXコース」

https://ti.t.u-tokyo.ac.jp/programs/scm-re/
https://ti.t.u-tokyo.ac.jp/programs/scm-re/
https://ti.t.u-tokyo.ac.jp/programs/scm-re/
https://ti.t.u-tokyo.ac.jp/programs/scm-re/
https://ti.t.u-tokyo.ac.jp/programs/scm-re/
https://ti.t.u-tokyo.ac.jp/programs/scm-re/
https://ti.t.u-tokyo.ac.jp/programs/scm-re/
https://wasedaneo.jp/service/cmo-program/teacher/
https://wasedaneo.jp/service/cmo-program/teacher/
https://wasedaneo.jp/service/cmo-program/teacher/
https://wasedaneo.jp/service/cmo-program/teacher/
https://www.waseda.jp/inst/smartse/curriculum_dx/guideline
https://www.waseda.jp/inst/smartse/curriculum_dx/guideline
https://www.waseda.jp/inst/smartse/curriculum_dx/guideline
https://www.waseda.jp/inst/smartse/curriculum_dx/guideline
https://www.waseda.jp/inst/smartse/curriculum_dx/guideline
https://www.waseda.jp/inst/smartse/curriculum_dx/guideline
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九州工業 | 高単価の技術者研修を基軸に、出前型で非技術者層へ展開することで、
キャパシティ制約を解消しながら対象層と収益の両面を拡張
マネタイズに向けてプログラム構想・設計を戦略的に工夫している事例①

事業拡大のためのアプローチ

• 非技術者向けにも展開し、対象者層を拡充
• 出前型で展開し、クリーンルーム依存を回避することで、キャパシティ問題をクリア

• クリーンルームの
キャパシティ制約下に
おける事業拡大

• 技術者向けに加え、
非技術者向けニーズ
の有無の確認

4日間x高単価であれば、
収益化が実現

一方で、クリーンルームの
キャパシティには制限があ
り、更なる拡大を目指す
には工夫が必要

技術者 技術者

4日間x高単価で
継続

1日x低～中単価
(検討中)

非技術者

目的

クリーンルーム内 企業のオフィス内

出所: 九州工業大学
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一橋 | パイロット型の少人数プログラムを起点に、コースの更なる発展と受講者拡大の両輪
を視野に構想中
マネタイズに向けてプログラム構想・設計を戦略的に工夫している事例②

今年度のエントリープログラムは
無料のパイロット (15名規模) と
しての位置づけ

現在の位置づけ

受講者数の増加
（企業内研修としての水平展開）

今後は企業とタッグを組んで、受講者層・数(100人~) 

を拡大する設計

• 企業内の社内研修に組み込む等により、受講生の数を
確保

• 来年度はまずは有料版で15-20名募集予定

さらなる高付加価値・高単価のPBL型・プロジェクト
演習型プログラムへ展開する構想

• 特に、共同研究という閉じた形ではなく、複数企業が参加
可能なオープン型プロジェクトPBL演習として設計予定

• 来年度はそれを見据えた段階的な有料標準コースを
軸にする想定

高付加価値コースへのアップセル

事業拡大のためのアプローチ

本学100%出資の株式
子会社を初めて設立して、
来年度以降の有料展開に
向けて加速を測っている

事業概要・背景

出所: 一橋大学
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流通経済 | 多層的な収益モデルへの転換を図り、収益源の拡充を目指す
マネタイズに向けてプログラム構想・設計を戦略的に工夫している事例③

さらなる収益化を図るため、
新たなアプローチでの収益化
モデルの構築を目指す

目的 収益化のためのアプローチ

• 単一高単価モデルから、オンデマンド講座・新入社員向けプログラムを拡充することで
多層的な収益モデルへの転換を図る

単一プログラム 多層的プログラム

対面形式

テーマ

対面

管理職層

SCM

形式

対象者

テーマ 国内SCM 国際SCM
AI

データサイエンス

出所: 流通経済大学

オンデマンド

管理職層

オンデマンド

中堅社員 新入社員対象者
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Agenda
1. 本ノウハウ集の目的・概要
2. リカレント教育エコシステム構築に向けたポイント

– A. プログラム開発・実施
– B. 企業/エコシステムとの連携
– C.マネタイズ/収益化
– D.学内体制の構築
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130

D.
学内体制の構築

リカレント教育は、プログラム開発、企業連携、受講生募集、運営な
ど多様な機能が関わるため、特定の教員や部局の個別的な取り組
みに依存すると、継続性・拡張性に限界が生じる場合がある

そのため、大学としてリカレント教育を戦略的に位置づけ、経営層の
コミットメントの下、組織体制・人材・インセンティブを含めた推進基盤
を整備することが重要である

本章では、大学がリカレント教育を継続的に推進するための学内
体制整備のポイントを整理する

出所：ボストン コンサルティング グループ
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大学学内において、リ・スキリングを継続的に提供・推進するにあたっての体制を
整備していくことが重要

経営層の
コミットメント

• 経営層がフルに
コミットする体制を
構築

• 全学を挙げての
取り組みとして
推進していくことが
必須

組織体制の
構築

• 学部・学科・教員を
横断しての意思決定
ができる組織体制の
整備が重要

• ノウハウを蓄積・
共有し、更なる高付
加価値のプログラム
提供に繋げる

コーディネーター
人材の獲得・育成

• 持続的な推進には、
社会や企業のニーズ
を的確にとらえた
プログラム設計・
企業営業ができる
コーディネーターの
獲得が必須

• 金銭的・非金銭的
インセンティブを付与
することによって、
教員が持続的に
参加できる/したいと
思える環境づくりの
整備が重要

教員の
インセンティブ向上

1 2 3 4

出所：ボストン コンサルティング グループ
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132

経営層のコミットメントの重要性

背景・目的
経営層がフルにコミットし、全学を挙げて取り組みを
推進していくことが必要

リカレント教育を単発施策ではなく、持続的・継続
的に価値を創出していくためには、一部局内での
取り組みには限界がある

学部横断のカリキュラム設計、教員評価や負担配
分の見直し、社会人対応の事務体制整備、
さらには予算・人的リソースの再配分など、
大学全体の制度・運営構造に関わる改革が必要
• これらは、部局単位だけでは意思決定・実行が

難しい

全学的なリ·スキリングの整備に向けて重要な論点

経営層のコミットメント1

⑤ 取り組み内容の周知・広報5

④ 学内体制・仕組み作り4

① 全学目標への組み込み1

② 社会や企業のニーズ
を取り込んだリ・スキリング

プログラムの構築

2 ③ 学内全体との連携
（学生・修士/博士課程等）

3

出所：ボストン コンサルティング グループ
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133

組織体制の構築の
ポイント

リカレント教育が特定の教員の熱意や個別対応に依存すると、
取組が属人化し、継続性・拡張性が限定的になる場合も存在

あわせて、企画から運営までの負担が教員個人に集中し、
教育・研究との両立が難しくなるほか、ノウハウも組織に
蓄積されにくい

学部・学科・教員を横断しての意思決定ができる組織体制の
整備が重要

知見の蓄積・標準化と役割分担を進めることで、属人化を
脱却しつつ教員負担を軽減し、更なる高付加価値プログラムの
提供を持続的に実現することを目指す

組織体制の構築2

出所：ボストン コンサルティング グループ
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リカレント教育へ熱意・意欲のある先生を
中心に、個別的に推進

経営層がコミットし、専門部隊が学部・学
科・教員を横断してリカレント教育を推進

中央が全学リカレント教育の戦略策定・
資源配分等を一元的に担い、各部局が
専門性を活かして機動的に実行

学科/

研究科
学科/

研究科
学科/

研究科
学科/

研究科

職員 職員 職員 職員

先生 先生 先生 先生

専門部隊

経営層

専門部隊

経営層

先生 先生 先生 先生 先生 先生 先生 先生

全学展開していくための、段階的な体制構築ステップ

先生が独自に推進 "中央集約型" "ハブ & スポーク型"

事務

組織体制の構築2

出所：ボストン コンサルティング グループ
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専門部隊の設置の仕方は、主に、①学内組織型と②外部法人型の2パータンが存在

外部法人型 (子会社)

価格設定・人材採用・投資判断 等を
スピード感を持って、柔軟に実施が可能
市場環境や企業ニーズに即応しながら、
機動的に事業拡大を図りやすい

学内組織型

全学戦略との整合を取りやすく、学部・
研究科・事務部門との連携を円滑に
進めやすい大学としての一体感を保ちな
がら、ガバナンスを効かせた運営が可能

組織体制の構築2

出所：ボストン コンサルティング グループ
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意思決定
スピード

予算・収支
管理柔軟性

報酬設計の
柔軟性

学内連携の
しやすさ

ガバナンス

運営の
柔軟性

大学本体
整合性

年度またぎで投資を考えたり、外注費など迅速に投入、
臨時予算を策定したり、柔軟な運用が可能

人材確保に高報酬を支払ったり、コスト削減のため報酬
レベルを下げる等柔軟に設計可能

整理上は学外となるため、学内の連携のスピードが落ちる
可能性はある

子会社が営利志向に偏るリスク。モニタリング制度と
グループガバナンス設計 (役員人事含めて) が必須

価格や外部法人との契約など、子会社内にて意思決定
が可能

学内の会議体にあげるためスピードは落ちる。一定、横串
組織に意思決定権を渡すことでスピードアップは可能か

学内規則に縛られがちで、場合によっては単年度で厳しく
チェックされる等、柔軟性は低い

学内規定に基づくため、報酬レベルの調整が利きにくく、
採用や収支に影響あり

学内組織のため、非常に事務方や教員に対して連携
しやすい

大学規程下でガバナンスを利かせたコントロールは容易

学内組織型・外部法人型それぞれにメリットデメリットは存在する為、画一的なモデルではな
く、大学の個別の状況に合った組織編成とすることが重要か
組織形態のメリットデメリットの整理

子会社の方が柔軟性が高いため、基本的にはビジネスの実務/事務は子会社が担い、
学内は最低限とするのがよい見立て。一方で、ガバナンス・全体戦略との整合性が取りやすいのは

学内組織のため、個別状況に合わせて最適な組織体制の選択が必要か

観点 学内組織型 外部法人型 (子会社)

組織体制の構築2

出所：ボストン コンサルティング グループ
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外部法人型
(子会社)

学内組織型

九州大学 早稲田 九州工業大学

全学横断的
部分的

• 学内特区の
整備

早稲田のような学内統括型、九州大のような外部法人活用型、九工大のような特区に
裁量を委ねる学内特区型など、複数の好事例パターンが見えてきた

ガバナンスの
範囲

組織の整備
方針

概要 外部法人 (九大OIP) を全学
の実装窓口とすることで、戦略
と実装を分離しつつ、営業・
徴収まで一体で担う機動的
かつ事業性を内包した全学
モデル

Waseda Vision 150推進
本部およびOCE/WBF等の
学内組織をワンストップ窓口
とし、全学戦略の下で機能
分離と専門外部活用を組み
合わせる内部統括型モデル

トップ裁量の学内特区に
任せて先行実装する "特区
主導型" であり、ここから全学
推進体制へ段階的に拡張
できれば理想形へ発展し得る
モデル

組織体制の構築2

出所：九州大学、早稲田大学、九州工業大学
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コーディネーター人材獲得に向けたポイント
コーディネーターの獲得・育成に向けた検討イメージ (案)

即戦力確保のために、
不足している役割を明確に
し、外部からの獲得を検討
(※必ずしも採用とは限らない)

• 例: 業界でのキーマンを、
外部アドバイザーとして巻き
込み

• 例: 民間での新規事業や
産官学連携事業の
プロジェクトマネジメント
経験者の採用 等

立ち上げ期

成長期

学内体制の整備も視野に、
大学内での人材育成の
仕組み・外部からの継続
的な獲得にむけた体制を
構築
• 例: 大学内でのキャリアパ

スの明示、URA等の大学
内で産官学連携を推進
する若手・シニア陣のジョブ
チェンジの推奨 等

• 例:報酬体系を整備し、
継続的にケイパビリティの
高い人材を獲得 等

コーディネーター人材の確保・育成
が難しい
• 役割を担える人材が、労働市

場において、
十分に顕在化していない

• 役割・責任範囲の整理が難し
く、配置・活用の判断に悩む
ケースも

コーディネーターをリカレント事業
の基盤人材として位置づけ、
役割・定義・育成・処遇を含めた
大学としての人材戦略を、
事業フェーズに合わせて設計する
ことが重要

出所：ボストン コンサルティング グループ

コーディネーター人材の獲得・育成3
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参考）コーディネーター人材の役割

必要となる役割 必要となる役割 ※役割を満たすための人数・分担は、各大学の裁量

役割 役割の遂行に必要な能力 人材像(例)

• リカレント教育を全学戦略へ
位置づけ

• 学内講師への交渉の後ろ盾

• 学内への高い影響力 • 出島組織の長
• 学長クラスのコミット

① 経営層の
 コミット

• プログラム・カリキュラムの作成
統括・進行管理

• 対象領域の学術的知見
• (NTH) 対象領域の産業的知見、

産学連携の経験

• 対象領域を研究している教授② コンテンツ
 作成統括

• 学内講師の選定、交渉
• 渉外コーディネーターの

インテグレーション

• 学内の教授陣とのコネクション
• 学内意思決定プロセスの知識・

交渉力

• 対象領域において影響力のある
教授

③ 学内調整

• カリキュラムへの産業界知見・
ニーズの盛り込み

• 対象領域の産業的知見 • 産業界でも有名な教授
• 対象領域の有識者、複数業界

を見てきたビジネスパーソン

④ コンテンツ
 作成

• 実務家講師の選定、交渉
• 企業への営業

• 産業界とのコネクション・影響力・
交渉力

• (NTH)対象領域の産業的知見

• 産業界にリレーションのある
ビジネスパーソン
(領域を問わない)

⑤ 企業営業

• (②③の補助)企業ニーズの
吸い上げ・大学シーズとの
マッチング、効果的な社会人
教育設計への助言

• (⑤の補助) 企業営業実務

• ニーズ把握・言語化・交渉力
• 教育プログラム開発の知見、

産学連携の知見
• 基本的なtoB営業力

• 教育プログラム開発担当者に、
産学連携スキルをアドオン

• URAに、教育プログラム設計
スキルをアドオン

⑥ 実務担当者

コミュニ
ケーション

コンテンツ

学内教授を
アサイン

(プログラム
ディレクター)

①経営層のコミット

②コンテンツ
統括

③学内調整

外部等から
採用

(渉外コーディ
ネーター)

④コンテンツ
作成

⑤企業営業

育成

⑥実務担当者

出所：文科省「令和6年度補正予算「リカレント教育エコシステム構築支援事業」補助金事業の参考資料２」より、ボストン コンサルティング グループにて作成

コーディネーター人材の獲得・育成3
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九州大学・北海道大学D-REDでは独自の工夫により、優秀なコーディネーター人材を
外部から獲得

人材サービス企業と自社ネットワークを活用した公募により、産学
連携・事業化経験を持つ即戦力人材を戦略事業子会社
(九大OIP) で無期雇用し、長期的な事業推進を見据えて確保

九州大学 北海道大学D-RED

既存関連事業を立ち上げる際に、必要不可欠な人財であると
考え、戦略的に、個別アプローチを実施

経歴

• 企業の経営層としての
経験

特徴

• 民間企業の実情や課題
に対する深い知見を有し
、産業界で培われた経験
をもとに積極的に連携企
業を開拓

• 企業側のニーズを的確に
捉えた、コンテンツ設計も
担う

経歴

• 国立研究開発法人での
勤務経験

• 大学発スタートアップでの
勤務経験

• 大学の子会社でリカレント
教育事業の担当経験

特徴

• 民間企業および大学
子会社での勤務経験を
併せ持つ人材

• (本学のリカレントの自走化を

実現するために) 経営学の
体系的な知識を学ぶため
ビジネススクールに通学を
開始

コーディネーター人材の獲得・育成3

出所：九州大学、北海道大学
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早稲田CMOでは、人材の内製化だけではなく、必要なケイパビリティを外部で強化

コーディネーター人材の獲得・育成3

大学 (リカレントプログラム)

事務局長A

業界
団体A

企業 企業 …

学外

プログラムの周知・営業

…

事務局長B

業界
団体B

企業

プログラムの周知・営業

企業 企業 …

企業営業に業界団体の
事務局長レベルを

外部アドバイザーとして
巻き込み、外部ネットワーク・

人材を活用することで
ケイパビリティを強化

外部アドバイザーとして巻き込み

出所：早稲田大学
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金銭的・非金銭的インセンティブを付与することによって、
教員が持続的に参加できる/したい環境づくりの整備が重要

非金銭的インセンティブ

• 評価・昇進等との連動

• エフォート調整

• 企業との共同研究への接続 等

金銭的インセンティブ

• 報酬形態

• 個人/部局への還元

• 付与に向けた学内整備/仕組み化

教員のインセンティブ向上4

出所：ボストン コンサルティング グループ
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金銭的インセンティブの報酬形態は、事業フェーズ・戦略に合った形式の選択が必要

稼働時間×単価
(コマ単位も含む)

基本手当＋KPI連動 売上/粗利の一定割合を還元

• 予算管理が容易

• 公平性を担保しやすい

• 安定と挑戦の両立

• 成長志向を醸成

• 強い事業成長動機

• 営業活動が活性化

• 成長・拡大へのインセンティブ
が弱い

• 収益がたたない場合は、
赤字リスクも存在

• KPI設計が難しい

• 管理負荷あり

• 学内格差が生じやすい

• 赤字リスク時の報酬設計が
必要

低 中 高

立ち上げ期 拡大期 本格事業化段階

基本構造

メリット

デメリット

設計難易度

向いている
フェーズ

収益連動型
(%配分)

3固定＋成果連動の
ハイブリッド型

2時間単価型
(工数ベース)

1

教員のインセンティブ向上4

出所：ボストン コンサルティング グループ
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早稲田SmartSEでは、金銭的インセンティブとして講義だけではなく、教材開発の時間も
報酬として提供、さらには非金銭的インセンティブも設けることで、教員の参画を後押し
早稲田SmartSEのインセンティブ設計

教員のインセンティブ向上4

講義だけではなく、教材開発の時間も報酬として提供

• 講義・指導: 通常授業とは別枠で、1コマ (90分) あたりのインセンティブ (旅費別途) 支給

• 教材開発・改訂: 新規開発と既存教材の改訂は別途インセンティブを支給

共同特許の取得や論文発表といった研究成果への直結などの非金銭的インセンティブと、教材開発や
講義に対する手厚い謝金支給を組み合わせることで、参画意欲を最大化

出所: 早稲田大学 最終報告書

授業の報酬 教材開発の報酬

追加のインセンティブ基本のインセンティブ

共同特許の取得・
論文発表

金銭的インセンティブ 非金銭的インセンティブ

リカレント事業 学生向け授業等

通常報酬
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東大は学内規定を改定し、リカレント向けに受講料やインセンティブを再設計

リカレント教育プログラムに関する規則
（令和7年6月27日東大規則第4号）

特定の業務に本学教職員を従事させる場合の取扱いについて
（平成23年3月28日役員会申合せ 改正 令和5年3月23日）

(後略)

Source: 東京大学におけるリカレント教育プログラムに関する規則, 特定の業務に本学教職員を従事させる場合の取扱いについて

リカレント教育プログラムの業務等は、「特定
業務」に該当することと規程し、謝金を支払う
ことができるよう整備

(後略)

教員のインセンティブ向上4

https://www.u-tokyo.ac.jp/gen01/reiki_int/reiki_pdf/r070627004.pdf
https://www.u-tokyo.ac.jp/gen01/reiki_int/sochosaitei/utss-202.pdf
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教育・研究・社会貢献
が大学の ”本務” の
ため、謝金は給与の
二重払いに該当する
のではないか?

リカレント教育に携わる教員への謝金の支払いは、大学の判断により実施が可能
インセンティブ設計を決める上での国の見解

1. 令和６年度補正予算リカレント教育エコシステム構築支援事業 メニュー①「産学官連携を通じたリカレント教育プラットフォーム構築支援」公募要領

本事業のメニュー①では、リカレント教育に関与する場合の教員のインセンティブ措置
の検討を公募要領で記載し要件の一部として設けている1

(参考)

大学の ”本務” の解釈については法令等で明確に定められておらず、
各大学の裁量に委ねられている。これに伴い、謝金の支払いも、
各大学の判断により実施が可能 (by 文科省の担当者)

教員のインセンティブ向上4

https://www.policies.vt.edu/6362.pdf
https://www.policies.vt.edu/6362.pdf
https://www.policies.vt.edu/6362.pdf
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一方で、大学の規定変更や学内調整が難航する場合には、外部法人（子会社）の設立
も一つの選択肢としてなりうる
一橋大学 データ駆動経営人材育成プログラムの事例

子会社を設立し、兼業手続きの上、謝礼金を支払える仕組みを準備中

教員のインセンティブ向上4

出所: 一橋大学
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(a copy of which is available upon request) or such other agreement as may have been previously executed by BCG. 

BCG does not provide legal, accounting, or tax advice. The Client is responsible for obtaining independent advice 

concerning these matters. This advice may affect the guidance given by BCG. Further, BCG has made no undertaking 

to update these materials after the date hereof, notwithstanding that such information may become outdated 

or inaccurate.

The materials contained in this presentation are designed for the sole use by the board of directors or senior 

management of the Client and solely for the limited purposes described in the presentation. The materials shall not be 

copied or given to any person or entity other than the Client (“Third Party”) without the prior written consent of BCG. 

These materials serve only as the focus for discussion; they are incomplete without the accompanying oral commentary 

and may not be relied on as a stand-alone document. Further, Third Parties may not, and it is unreasonable for any 

Third Party to, rely on these materials for any purpose whatsoever. To the fullest extent permitted by law (and except 

to the extent otherwise agreed in a signed writing by BCG), BCG shall have no liability whatsoever to any Third Party, 

and any Third Party hereby waives any rights and claims it may have at any time against BCG with regard to the 

services, this presentation, or other materials, including the accuracy or completeness thereof. Receipt and review of 

this document shall be deemed agreement with and consideration for the foregoing.

BCG does not provide fairness opinions or valuations of market transactions, and these materials should not be relied on 

or construed as such. Further, the financial evaluations, projected market and financial information, and conclusions 

contained in these materials are based upon standard valuation methodologies, are not definitive forecasts, and are not 

guaranteed by BCG. BCG has used public and/or confidential data and assumptions provided to BCG by the Client. 

BCG has not independently verified the data and assumptions used in these analyses. Changes in the underlying data or 

operating assumptions will clearly impact the analyses and conclusions.
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